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第１ 趣旨 

 この指定管理者募集要項は、上田地域広域連合大星斎場及び依田窪斎場（以下「斎場」と

いいます。）の管理について、住民サービスの向上を図るため、地方自治法（昭和 22年法律

第 67号）第 244条の２第３項、上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定の手続等に

関する条例（平成 17年条例第８号。以下「手続条例」といいます。）及び上田地域広域連合

斎場条例（平成 10 年条例第 23 号。以下「設置条例」といいます。）第６条の規定により、

指定管理者の募集を行うための必要な手続等を定めたものです。 

 

第２ 施設の概要 

 募集対象施設の概要は、次のとおりです。 

 なお、詳しくは別添資料「上田地域広域連合大星斎場・依田窪斎場の管理業務仕様書」（以

下「仕様書」といいます。）を参照してください。 

１ 名 称 大星斎場 依田窪斎場 

２ 所 在 地  上田市上田２５４８番地２ 上田市上丸子５７番地１ 

３ 設置目的 
墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23 年法律第 48 号）及び地方自

治法（昭和 22年法律第 67号）の規定に基づき、斎場を設置する。 

  

第３ 基本的な業務内容 

 指定管理者が行う斎場の業務の基本的な内容は、次のとおりです。 

 なお、詳しくは仕様書を参照してください。 

 

１ 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 斎場の運営に関する業務 

① 火葬に関する業務 

② 霊きゅう車運行に関する業務 

③ ペット火葬料徴収に関する業務 

(2) 斎場の施設、設備等の維持管理に関する業務 

(3) (2)に掲げるもののほか、広域連合長が必要と認める業務 

(4) 指定管理者に付帯する業務 

(5) 自主業務 

 

２ 指定期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日までの５年間の予定です。 

  なお、上記指定期間は上田地域広域連合議会の議決が必要なため、上田地域広域連合議

会の議決後に確定します。 
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３ 使用料 

  斎場の使用料については、上田地域広域連合（以下「広域連合」といいます。）の収入

として取扱います。なお、使用料の額については、設置条例で定めています。 

 

４ 指定管理料 

広域連合が支払う指定管理料等については、毎年度の予算の範囲内で指定管理者に支

払います。 

  その金額は、指定管理者と広域連合が協議したうえで、会計年度ごとに協定で定めます。 

  なお、指定管理者が実施する自主事業に要する経費は、原則として指定管理者の負担と

します。 

    

５ 管理の基準 

斎場の管理の基準等は、仕様書を参照してください。 

 

６ 関係法令等の遵守 

斎場の管理に当たっては、次の関係法令を遵守してください。 

(1)  地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

(2)  墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号） 

 （3） 労働基準法（昭和 22年法律第 49号）及び労働安全衛生法等の労働関係法令 

 （4） 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

  (5)  建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

(6)  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号） 

 （7） ダイオキシン類対策特別措置法（平成 11年法律第 105号） 

  （8） 道路交通法（昭和 35年法律第 105号）及び道路運送車両法（昭和 26年法律第 185号） 

（9） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。） 

（10）上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17年 

条例第８号） 

（11）上田地域広域連合斎場条例（平成 10年条例第 23号）及び上田地域広域連合斎場管

理規則（平成 11年規則第２号） 

 （12）上田地域広域連合が準用する上田市行政手続条例（平成 18年条例第 11号） 

 （13）上田地域広域連合情報公開条例（平成 13年条例第４号） 

 （14）上田市公害防止条例（平成 21年条例第 38号） 

 （15）上田市・東御市・青木村・長和町が定める暴力団排除条例 

 （16）その他関係法令、条例、規則、要項等 
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７ 個人情報の保護 

  斎場を管理するに当たっての個人情報の取扱いについては、個人情報の保護に関する

法律（平成 15 年法律第 57 号）及び上田地域広域連合個人情報保護条例（平成 13 年条

例第５号）を遵守してください。 

 

８ リスク分担 

リスクの分担等は、仕様書を参照してください。 

 

９ サービス向上等に係る改善や事業等の提案 

  指定管理者は利用者のサービス向上に努め、利用者のニーズに応えるため、下記の事項

につき、事務事業の改善等を提案することができます。また、広域連合の承認の下に自主

事業を実施することができます。ただし、自主事業に係る経費は、原則として指定管理者

の負担とします。 

 （1）サービス向上のための具体策 

 （2）利用者のニーズに応えるための具体策 

 

第４ 申請の手続 

 

１ 応募資格 

指定管理者に応募できる者は、次のすべての要件を満たす法人その他の団体等（以下

「法人等」といいます。）です。 

なお、法人等は、株式会社、ＮＰＯ法人、その他任意団体等組織の形態を問いませんが、                                                                            

個人での応募はできません。 

共同事業の組織体として応募する場合には、あらかじめ共同事業の組織体結成の協定

書等により定められた代表者が申請手続きを行うものとします。 

(1） 指定管理業務の実施に当たり、組織市町村内に本・支店、営業所等を設置する者

（定期間の始期の日までに、組織市町村内に本・支店、営業所等を設置する者を含む。） 

（2）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定により、組織市町                                           

村から一般競争入札への参加資格を取り消された者でないこと。 

(3)建設工事等入札参加資格者に対する指名停止等の措置に係る組織市町村が定める

規程に基づく指名停止期間中の者でないこと。 

（4）地方自治法第 244条の２第 11項の規定により、指定管理者の指定を取り消された

者でないこと。 

（5）市町村税の滞納のない者であること。（坂城町を除く） 

  

 （6）会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）
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に基づく更正手続開始の決定又は再生手続開始の決定があった者でないこと。 

  （7）法人等の役員に次のいずれかに該当する者が含まれていないこと。 

   ア 破産者で復権を得ない者 

   イ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

   (8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下「暴

力団対策法」といいます。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」といい

ます。）又は組織市町村が定める暴力団排除条例第６条第１項に規定する暴力団関

係者でないこと。 

  (9) 当該斎場の管理運営に不可欠な資格等を有していること。（指定期間の始期の日ま

でに有する者を含む。） 

（10） 前項に規定するもののほか、火葬場の管理運営に２年以上の実績がある法人等又

は火葬業務（火葬炉運転操作及び葬送行為・収骨業務等）に２年以上従事した者を

仕様書に定める人員以上確保しているか、若しくは指定期間の始期の日までに確

保することが確実な法人等であること。 

なお、２年以上の火葬業務経験者を確保する場合にあっては、当該経験者を確保

することが確実であることを証明できる文書（様式は任意）を添付すること。 

※共同事業の組織体の場合は、構成団体のうち、一以上の団体がこの要件を満た

すこと。 

（11）共同事業の組織体が応募する場合の条件 

  ① 共同事業の組織体が応募する場合は、代表となる法人等を定めるとともに構成団

体は連帯して責任を負います。 

② 同時に複数の共同事業の組織体の構成法人等となることはできません。 

③ 単独で応募した法人等は、共同事業の組織体で応募する場合の構成法人等となる

ことはできません。 

④ 代表となる法人等及び共同事業の組織体を構成する法人等の変更は、原則として

認められません。 

 

２ 提出書類 

申請に当たっては、上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する

条例施行規則（平成 17年規則第３号）により、次の書類を提出してください。申請書類

等（13ページ以降）を参照してください。 

なお、審査のため、追加して関係書類の提出を求めることがあります。 

  （1）上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定申請書（申請様式１：様式第１号） 

  （2）上田地域広域連合公の施設事業計画書（申請様式２：様式第２号） 

  （3）上田地域広域連合公の施設の管理に関する業務の収支予算書（申請様式３） 
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（4）自主事業計画書及び自主事業予算書（申請様式４） 

(5） 大星・依田窪斎場雇用計画書（申請様式５） 

（6） 定款、規約その他これらに類する書類 

（7） 法人にあっては登記簿謄本（法人でない場合は、代表者の住民票。提出日におい

て発行の日から３か月以内のもの。） 

（8） 役員名簿 

（9） 収支決算書、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書など（直近３期分） 

(10）印鑑証明書（法人でない場合は、代表者のもの。提出日において発行の日から３

か月以内のもの。） 

（11）市町村税の納税証明書（未納がない旨の証明書。提出日において発行日から３か

月以内のもの。）※坂城町を除く 

(12）誓約書（申請様式６） 

(13) 共同事業の組織体を結成して応募する場合は、共同事業組織体結成届出書、共同

事業組織体協定書、委任状及び共同事業組織体構成団体連絡先一覧（申請様式７） 

   ※なお、共同事業の組織体として申請する場合は、全ての構成団体が（５）から

(12)までの書類を提出すること。 

 

第５ 指定管理者の候補者の選定 
 

１ 指定管理者の確定方法 

（1）指定管理者の候補者の選定は、上田地域広域連合斎場指定管理者候補者選考委員会                                                                           

（以下「選考委員会」といいます。）における応募書類等の審査を行います。なお、

プレゼンテーションを実施し、応募内容の説明を求めます。次に、正副広域連合長で

組織する指定管理者候補者選定審査会において候補者を選定します。 

（2）選定審査会における選定結果については、応募者に対し、速やかに書面により通知

します。 

なお、指定管理者としての確定には、上田地域広域連合議会の議決が必要なため、

上田地域広域連合議会の可決後に確定し、その旨を通知します。 

 

２ 選考方法 

 応募書類の選考に当たっては、次の２段階審査を行います。 

（1）第１次審査（事務局） 

資格要件について、書類審査を行います。 

（2）第２次審査（選考委員会） 

第１次審査合格者について、選定基準による書類審査を行います。審査にあたって

は、プレゼンテーションを第８に掲げるところにより実施します。 
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３ 選定基準 

   指定管理者の候補者を選定する際の評価項目、評価内容は次の表のとおりです。 

  【第１次審査】 

資格要件項目 適格要件 

１ 法人等であること（個人は不可） 

資格要件の全ての項目を満たす

こと。 

（資格要件を有していなかった

場合には失格となります。） 

２ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定によ

り組織市町村における一般競争入札等の参加資格を取

り消されていないこと 

３ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指

定管理者の指定の取消しを受けたことがないこと 

４ 市町村税の滞納がないこと（坂城町を除く） 

５ 会社更生法に基づく更生手続又は民事再生法に基づ

く再生手続を行っていないこと 

６ 暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団でない

こと 

７ 法人等の役員に次のいずれかに該当する者が含まれ

ていないこと。 

① 破産者で復権を得ない者 

② 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで

又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

 ③ 暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員

（以下｢暴力団員｣という。）又は組織市町村が定める

暴力団排除条例第６条第１項に規定する暴力団関係

者が含まれていないこと 

 

【第２次審査】 

評価区分 評価項目 評価内容 配点 

斎
場
の
運
営
能
力 

団体の安定

性・継続性 

経営状況 
法人・団体等の現在の経営状況が斎場を管理

する上で十分なものであるか 

10 
経営理念 

法令等の遵守 

・斎場の指定管理者としてふさわしい経営理

念を有しているか 

・障がい者法定雇用率は達成されているか。未

達成の場合、達成に向けての取組み。雇用率

改正後の取組みはどうか 
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事
業
計
画 

斎場施設管

理の取組 

利用者及び関

係事業者の平

等利用の確保 

・特定の者に対して優遇又は不当な扱いをし

ない取組みが十分なものか 

・金品、飲食物差し入れの授受禁止等について

十分な認識及び対策が考慮されているか 

30 

施設の適切な

維持管理 

・建物・設備等の施設管理が適正かつ的確に行

われるか 

・廃棄物の適正処理に対する取組みが十分な

ものか 

・地元自治会との連携、近隣住民との関係を円

滑に進める方針が示されているか 

個人情報保護

及び情報公開

のための措置 

管理運営上知り得た情報の適切な管理の措

置が示されているか 

要望及び苦情

処理 

利用者及び周辺住民の要望や苦情への対応

方針が具体的に示されているか（反映されて

いるか） 

事故防止・安

全管理体制 

・利用者の事故防止等安全管理対策はどうか 

・鍵の管理等施設における防犯及び防災対策

方針が具体的に示されているか 

・緊急時における業務対応方針及び緊急連絡

体制が具体的に示されているか 

・防犯・防災マニュアルの策定や防犯・防災訓

練の実施を予定しているか 

経理帳簿等の

整備及び現金

取扱いの対応 

・経理事務や現金の取扱い等の処理が適切に

行うための具体的な方策を講じているか 

斎場業務の

取組 

斎場業務の基

本的考え方 

・火葬炉運転、炉前業務、待合室業務に係る斎

場業務の基本的考え方、取組方針が具体的に

示されているか 

・遺体の尊厳、葬送者への配慮は十分なものか 

・ペット火葬に係る対応、取組方針が具体的に

示されているか 
10 

霊きゅう車運

行業務の基本

的考え方 

当該業務に関する基本的考え方、遺体移送に

関する方針が具体的に示されているか 



8 

斎場管理業

務遂行に必

要な体制確

保 

組織体制 

・総括責任者以下の指揮系統や組織構成が明

確に示されているか 

・必要な資格者は確保されているか 

15 
人員配置 

・必要な人員数の確保及び業務全体の職員配

置計画、勤務体制は妥当なものとなっている

か 

・業務を円滑に履行するに必要な有資格者、経

験者数は確保されているか 

・地元雇用は配慮されているか 

職員研修 

・定期的な職員の質の向上の取組み（研修計

画、指導監督）の実施が示されているか 

・セクシャル・ハラスメント防止のための具体

的な取組みはどうか 

収支計画 
指定管理料算

定 

・仕様書に定める管理業務を実施するうえで

妥当なものとなっているか 

・適正な単価や明確な根拠で経費が積算され

ているか 

・収支計画と事業計画の整合性はどうか 

・経費節減の努力はどうか 

5 

指定管理料提案額 提案額 
価格点＝（最低提案額／当該提案額）×配点 

※提案額＝指定管理料提案額 
30 

 

４ 留意事項 

（1）申請が無効又は失格となる場合 

次の事項に該当する場合は、申請は無効又は失格となります。 

     ア 申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守れなかったとき 

     イ 記載すべき事項が記載されていないもの 

     ウ 虚偽の内容が記載されているもの 

     エ 正当な理由なく本施設の指定管理者の選定に関し、選考委員会・選定審査会

の委員及び関係職員に便宜供与、利益供与を目的として接触した場合 

（2）申請内容の変更の禁止 

    提出期限後は、提出された書類の内容を変更することはできません（軽易なものは

除きます。）。 

 （3）申請の取消し 

    申請書類を提出した後に取り下げする際には、取下届（様式は任意）を提出してく

ださい。 

 （4）費用負担 

申請に要する経費等は、すべて申請者の負担とします。 
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 （5）情報公開 

    申請書類は、公文書開示請求に基づき開示することがあります。 

（6）申請書類の取扱い及び著作権 

提出された申請書類等の著作権は、それぞれの団体に帰属します。ただし、審査結

果を公表する場合や審査に必要であるときは、広域連合が書類の全部又は一部を使用

できるものとします。 

 

第６ 指定管理者の指定及び協定の締結 

 

１ 指定管理者の指定 

   指定管理者は、広域連合議会の議決を経て指定されます。 

 

２ 協定の締結 

   業務内容に関する細目的事項、管理の基準等に関する細目的事項、広域連合が支払う

指定管理料に関する事項、利用者の個人情報の取扱いに関する事項及び事業報告書に

関する事項等の施設の管理に必要な事項について、指定管理者と広域連合との間で協

定を締結します。 

   なお、締結する協定は、指定期間を通しての基本的な事項を定めた「基本協定」と、

年度ごとの事業実施に係る事項を定めた「年度協定」となります。 

 

３ 指定管理者と協定を締結しない場合 

   指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項のいずれかに該当することとなっ

た場合は、広域連合は指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

その場合、指定管理者に損害が発生しても、広域連合は賠償の責めを負いませんが、協

定を締結しないことに伴う広域連合の損害については、指定管理者に賠償請求を行う

ことがあります。 

(1) 上田地域広域連合議会において指定管理者の指定議案が否決された場合 

(2) 第４の１の応募資格の要件を欠いたとき。 

(3) 倒産若しくは解散したとき。 

(4) 指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、事業の履行が確実でないと認めら

れるとき。 

(5) 著しく社会的な信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め

られるとき。 
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第７ 指定管理者の指定の取消し等 

   指定管理者として指定された者が次の事項に該当した場合は、指定を取り消し、又は

期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがあります。この場合、指

定管理者に損害が発生しても、広域連合は賠償の責めを負いませんが、取り消し及び業

務の全部又は一部の停止に伴う広域連合の損害については、指定管理者に賠償請求を

行うことがあります。 

(1) 指定管理者が協定等に定める業務を履行しないとき又は履行の見込みがないと広

域連合が認めたとき。 

(2) 指定管理者が手続条例第８条の指示に従わないとき。 

(3) 指定管理者が協定等に違反し、指定管理者として不適格と広域連合が認めたとき。 

(4) 指定管理者の経営状況が著しく悪化している場合など、施設の適正な管理に重大な

支障が生じている、又は生じる恐れがあると広域連合が認めたとき。 

(5) 指定管理者が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（指定管理者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時基

本協定を締結する事務所の代表者を、法人以外の団体である場合には、その団体の代

表者又は役員をいう。以下同じ。）が暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員

（以下｢暴力団員｣という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアから

オまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約したと認められるとき。 

キ 指定管理者が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は、資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、

広域連合が指定管理者に対して当該契約の解除を求め、指定管理者がこれに従わなか

ったとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者として不適当と広域連合が認めたとき。 
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第８ その他 

 

１ 募集要項の配布 

募集要項は、令和４年７月２５日（月曜日）から土曜日、日曜日及び休日を除き配布                                                                             

します。※なお、募集要項は、広域連合ホームページからもダウンロードできます。 

（1） 配布時間 午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後１時を除く。） 

(2)  配布場所 清浄園 

 

２ 説明会 

（1） 開催日時 令和４年８月５日（金曜日）午後２時から  

（2） 開催場所 清浄園 大会議室 

（3） 参加人数 各団体２名以内 

（4） 申込方法 参加希望者は書面（任意様式）で、下記７の連絡先まで申し込んでくだ                                                                              

さい。（郵便、電子メール、ファクシミリでの連絡可） 

（5） 申込期限 令和４年８月３日（水曜日）午後３時まで（期限後の申込みは受け付け                                                                             

ませんので、御注意ください。） 

     

３ 質問事項の受付 

（1） 質問方法 別紙「質問票」に記入のうえ、ＦＡＸ又は電子メールにより提出してく                                                                             

ださい。なお、質問票の提出時に到達確認を行ってください。 

（2） 受付期間 

令和４年８月８日（月曜日）から令和４年８月１９日（金曜日）午後５時まで（土 

曜日、日曜日及び休日を除く。期限後の質問は受け付けませんので、御注意ください。） 

（3） 回答方法 

令和４年８月３１日（水曜日）までに質問者へ直接回答するとともに、広域連合

ホームページ上に掲載します。 

 

４ 申請書等の提出 

（1） 提出期間 

令和４年９月８日（木曜日）から令和４年９月２７日（火曜日）まで（土曜日、日                                                                             

曜日及び休日を除く。） 

受付時間は、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時を除く。） 

（2） 提出方法 

下記７の提出先まで持参 

提出は上記方法に限り、郵送、宅配便等による提出は不可とします。 
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（3） 提出部数 

正本１部、副本１５部を提出してください。（副本は写しで可とします。） 

 ※提出書類はＡ４判のフラットファイルに綴り作成してください。 

 

５ プレゼンテーション 

選考委員会において、御提案いただいた事業計画等の内容についてプレゼンテーシ

ョンを実施し、説明を求めるとともに不明な点について質疑を行います。 

（1） 開催日時 令和４年１１月（予定） 

（2） 開催場所等詳細については、改めて御連絡します。 

 

６ 指定管理者募集スケジュール（予定） 

項   目 月   日 

募集要項の配布 令和 ４年 ７月２５日（月曜日）から 

説明会 令和 ４年 ８月 ５日（金曜日） 

質問事項の受付 
令和 ４年 ８月 ８日（月曜日）から 

８月１９日（金曜日）まで 

申請書等の提出 
令和 ４年 ９月 ８日（木曜日）から 

９月２７日（火曜日）まで 

プレゼンテーション 令和 ４年１１月（予定） 

審査（指定管理者候補者の選定） 令和 ４年１２月上旬 

指定管理者の指定の議決 令和 ５年 ２月議会 

協定の締結及び引継ぎ 令和 ５年 ３月 

 

７ 連絡先及び申請書提出先 

〒386－0027 上田市常磐城 2320番地 

上田地域広域連合 清浄園 

電 話：０２６８－２２－２３３９ 

ＦＡＸ：０２６８－２３－４１００ 

電子メール：seijoen@area.ueda.nagano.jp 
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申請書類等 

 

申請書類一覧表 

 

斎場指定管理者申請書類一覧表 

 

申請者（                          ） 

番号 申請書類 様式 
提出部数 チェ

ック

欄 正 副 

１ 
上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定申

請書 

申請様式１ 

（様式第１号） 
1   

２ 上田地域広域連合公の施設事業計画書 
申請様式２ 

（様式第２号） 
１ 15  

３ 斎場の管理に関する業務の収支予算書（総括表） 申請様式３－１ １ 15  

４ 
斎場の管理に関する業務の支出予算書 

（大星斎場） 
申請様式３－２ １ 15  

５ 
斎場の管理に関する業務の支出予算書 

（依田窪斎場） 
申請様式３－３ １ 15  

６ 
斎場の管理に関する業務の支出予算書 

（斎場共通経費） 
申請様式３－４ １ 15  

７ 
斎場の管理に関する業務の収支予算書 別紙 

（支出項目積算内訳） 
申請様式３別紙 １ 15  

８ 自主事業予算書 申請様式４ 1 15  

９ 大星斎場雇用計画書 申請様式５－１ 1 15  

10 依田窪斎場雇用計画書 申請様式５－２ 1 15  

11 定款、寄付行為、規約、又はこれらに類する書類 ― 1 15  

12 
法人にあっては登記簿謄本 

（法人でない場合は、代表者の住民票の写し） 
― 1 15  

13 役員名簿 ― 1 15  

14 
収支決算書、事業報告書、財産目録、貸借対照表、

損益計算書など（直近３期分） 
― 1 15  

15 印鑑証明書（３か月以内に取得したもの） ― 1 15  

16 
市町村税の納税証明書（３か月以内に取得したもの）

※坂城町を除く 
― 1 15  

17 誓約書 申請様式６ 1 15  

18 共同事業組織体結成届出書 申請様式７－１ 1 15  

19 共同事業組織体協定書 申請様式７－２ 1 15  

20 委任状 申請様式７－３ 1 15  

21 共同事業組織体構成団体連絡先一覧 申請様式７－４ 1 15  

※ 不要な申請書類は、  で抹消してください。 

※ 申請書類提出時には、本表を１部御持参ください。 
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申請様式１ 指定申請書（様式第１号） 

 

 

 

上田地域広域連合公の施設の指定管理者の指定申請書 

 

令和   年   月   日  

 

上田地域広域連合長 様 

 

申請者              

所在地             

名 称             

代表者氏名            印 

 

 

 上田地域広域連合斎場の指定管理者の指定を受けたいので、次の書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

１ 上田地域広域連合公の施設指定管理者事業計画書（様式第２号） 

２ 上田地域広域連公の施設の管理に関する業務の収支予算書 

３ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

４ 法人にあっては登記簿謄本（法人でない場合は、代表者の住民票の写し） 

５ 役員名簿 

６ 収支決算書、事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書など 

７ 印鑑証明書 

８ 市町村税の納税証明書（坂城町を除く） 

９ その他広域連合長が必要と認める書類 
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申請様式２ 事業計画書（様式第２号） 

 

 

上田地域広域連合公の施設事業計画書 

申請年月日     年  月  日 

施 設 名 大星斎場 ・ 依田窪斎場 

団 体 名  

代 表 者 名              ㊞ 設立年月日 年  月  日 

団体所在地 〒     －  

電 話 番 号   F A X 番 号  

主たる業務内容 

 

資本金又は 

基本財産 
千円 

財 務 状 況  

 

（直近３期分の

実績について記

入 し て く だ さ

い。） 

年 度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

総 収 入     

総 支 出     

当期損益    

累積損益    
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事業計画（別紙可） 

【斎場施設管理の取組】 

１ 利用者及び関係

事業者の平等利用

の確保 

※利用者等の平等利用の確保のための方策について 

※平等利用のためのマニュアル等の整備について 

※平等利用のための管理体制について 

※金品、飲食物差し入れ授受禁止等の方策について 

２ 施設の適切な維

持管理 

 

 

※斎場別に作成してください。 

※施設の適正管理の方策について 

・建物・設備等の保守点検管理 

・建物・場内の日常清掃等 

・施設管理を外部委託する場合の業務範囲及び委託理由 

業務範囲 委託理由 
委託先又は委託先の

考え方（予定） 

   

   

   

 （注）行数は適宜調整してください。 

※廃棄物処理の方策について 

※地元への配慮について 

３ 個人情報保護及

び情報公開のため

の措置 

※適正な取扱いをするための方策について 

※要綱等の整備について 

４ 要望及び苦情処

理 

※要望や苦情への対応方針について 

※要望や苦情に対応するための仕組みについて 

※要望や苦情が業務への反映について 

５ 事故防止・安全管

理体制 

 

※事故防止と安全管理対策について 

※防犯、防災に対する方策について 

※マニュアル等の整備について 

※緊急時における業務対応方針及び緊急時連絡網の整備について 

６ 経理及び現金取

扱いの対応 

※経理事務の方策について 

※ペット火葬料徴収に係る現金処理の方策について 

※現金取扱いマニュアルの策定について 

【斎場業務の取組】 

１ 斎場業務の基本

的考え方 

 

※火葬炉運転、炉前業務、待合室業務の基本的考え方について 

※遺体の尊厳、利用者の心情への配慮の基本的考え方について 

※ペット火葬業務の基本的考え方について 
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２ 霊きゅう車運行

業務の基本的考え

方 

※霊きゅう車の適切な維持管理及び運行管理の方策について 

※棺、同乗者への配慮の基本的考え方について 

※業務委託する場合は、指導監督方法について 

【施設管理業務遂行に必要な体制確保】 

１ 組織体制 ※任意様式により次の書類を添付してください。 

・指揮命令系統が分かる組織図 

・斎場別の勤務体制（死体及びペットの火葬回数に対応したタイム

サイクル、人員配置が分かるもの） 

２ 人員配置 ※斎場別に作成してください。 

※次の人員配置計画書を添付してください。 

職名 
職種 

(社員、嘱託、 

パートの別) 

資格・経験 

年数等 

雇用確保 

の方法 

主たる

勤務先 

統括責任者     

統括責任者 

代理者 

    

    

火葬業務従事

者 

    

    

霊きゅう車運

行業務従事者 

    

    

事務員     

（注）①職名、行数は適宜調整してください。 

②雇用確保の方法欄は、既雇用者か雇用予定者かを記載して

ください。 

※火葬業務実務経験を証する雇用主の在職証明書等を添付してくださ

い。 

※防火管理者及び特殊無線技士と成り得る者の資格を証する書類の写

し又は資格取得予定（計画）を添付してください。 

３ 職員研修 ※職員の指導監督について 

※職員育成（研修計画・研修内容）について 

※セクシャル・ハラスメント防止の取組みについて 

【収支計画】 

１ 経費節減 ※経費節減の方策について 

※具体的な取組み方法について 
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【団体の理念等について】 

１ 団体の経営方針等 

 

 

２ 指定管理者の指定を申請した理由 

 

 

３ 施設の現状に対する考え方及び将来展望 

 

 

４ 団体の雇用状況について 

  ※雇用率改正後の取組みについても記述してください。 

  ※法定雇用率対象事業所でない場合についても、同様に記述してください。 

 

５ 団体における斎場指定管理者の実績（直近５か年） 

施 設 名  所 在 地  指定期間年月日 

  
開始  

終了  

※行数は適宜調整してください。 

 総数 管理職等の数 

（係長以上の者） 

障がい者 

雇用数 

障がい者 

雇用率 

従業員数 人 人 人 法定雇用率 

% 

※法定雇用率未達成の場合（法定雇用率対象事業所） 

達成に向けての取組みについて記載してください。 

※実雇用率 

% 

 

 

その他 特記すべき事項があれば記入してください。 

 

 

 

自主事業計画書（    年度） 

事業名 目的・内容等 実施時期・回数 

 

 

  

  

事業名 目的・内容等 実施時期・回数 
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申請様式３ 収支予算書 

 

（申請様式３－１） 

斎場の管理に関する業務の収支予算書 

【総括表】 

（単位：千円） 

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

収入合計 (Ａ) 0 0 0 0 0 

収入項目 
指定管理料（提案

額） 
     

支出合計 (Ｂ) 0 0 0 0 0 

支
出
項
目 

人件費 0 0 0 0 0 

 

社員給料・手当      

賃金等      

社会保険料事業主負担金      

福利厚生費      

事務費 0 0 0 0 0 

 

消耗品費      

燃料費      

光熱水費      

修繕料      

通信運搬費      

手数料      

保険料      

委
託
料 

火葬炉設備保守点検業務      

自動ドア保守管理業務      

機械警備業務      

樹木維持管理業務      

消防設備保守点検教務      

定期清掃業務      

空調設備保守点検業務      

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類等測定業務      

霊きゅう車運行業務      

機械除雪業務      

電気設備保安管理業務      

非常用発電機保守点検      

合併浄化槽保守管理業務      
油地下ﾀﾝｸ清掃・気密試験業務      

使用料及び賃借料      

寄付金      

公課費      

一般管理費      

収支 (Ａ)-(Ｂ) 0 0 0 0 0 

※ 指定管理期間中の収支を記載してください。 

※ 収入・支出の項目については、提示した分類で記載してください。なお、委託料は、外

部委託するものすべてを記載してください。 

※ 消費税及び地方消費税を含めた額で記載してください。 

※ 自主事業に関する収支は除いて記載してください。 
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※ 総括表の明細として、「斎場の管理に関する業務の支出予算書」を添付してください。 

 

（申請様式３－２） 

斎場の管理に関する業務の支出予算書 

 

【大星斎場】 

（単位：千円） 

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

支出合計 0 0 0 0 0 

支
出
項
目 

人件費 0 0 0 0 0 

 

社員給料・手当      

賃金等      

社会保険料事業主負担金      

福利厚生費      

事務費 0 0 0 0 0 

 

消耗品費      

燃料費      

光熱水費      

修繕料      

通信運搬費      

手数料      

保険料      

委
託
料 

火葬炉設備保守点検業務      

自動ドア保守管理業務      

機械警備業務      

樹木維持管理業務      

消防設備保守点検教務      

定期清掃業務      

空調設備保守点検業務      

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類等測定業務      

霊きゅう車運行業務      

機械除雪業務      

電気設備保安管理業務      

非常用発電機保守点検      

使用料及び賃借料      

寄付金      

公課費      

※ 指定管理期間中の支出を記載してください。 

※ 支出の項目については、提示した分類で記載してください。なお、委託料は、外部委託

するものすべてを記載してください。 

※ 消費税及び地方消費税を含めた額で記載してください。 

※ 自主事業に関する収支は除いて記載してください。 

※ 人件費の賃金等は、パート、アルバイト、臨時等（非常勤社員）に支払う金額を記載し

てください。 

※ 支出については、別紙に項目ごとの積算根拠も含めて積算内訳に記載してください。 
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（申請様式３－３） 

斎場の管理に関する業務の支出予算書 

 

【依田窪斎場】 

（単位：千円） 

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

支出合計  0 0 0 0 0 

支
出
項
目 

人件費 0 0 0 0 0 

 

社員給料・手当      

賃金等      

社会保険料事業主負担金      

福利厚生費      

事務費 0 0 0 0 0 

 

消耗品費      

燃料費      

光熱水費      

修繕料      

通信運搬費      

手数料      

保険料      

委
託
料 

火葬炉設備保守点検業務      

自動ドア保守管理業務      

機械警備業務      

樹木維持管理業務      

消防設備保守点検教務      

定期清掃業務      

空調設備保守点検業務      

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類等測定業務      

霊きゅう車運行業務      

機械除雪業務      

電気設備保安管理業務      

合併浄化槽保守管理業務      
油地下ﾀﾝｸ清掃・気密試験業務      

使用料及び賃借料      

公課費      

※ 指定管理期間中の支出を記載してください。 

※ 支出の項目については、提示した分類で記載してください。なお、委託料は、外部委託

するものすべてを記載してください。 

※ 消費税及び地方消費税を含めた額で記載してください。 

※ 自主事業に関する収支は除いて記載してください。 

※ 人件費の賃金等は、パート、アルバイト、臨時等（非常勤社員）に支払う金額を記載し

てください。 

※ 支出については、別紙に項目ごとの積算根拠も含めて積算内訳に記載してください。 
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（申請様式３－４） 

斎場の管理に関する業務の支出予算書 

 

【斎場共通経費】 

（単位：千円） 

区 分 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

支出合計  0 0 0 0 0 

支
出
項
目 

人件費 0 0 0 0 0 

 

社員給料・手当      

賃金等      

社会保険料事業主負担金      

福利厚生費      

事務費 0 0 0 0 0 

 

消耗品費      

燃料費      

光熱水費      

修繕料      

通信運搬費      

手数料      

保険料      

委
託
料 

      

      

      

      

使用料及び賃借料      

公課費      

一般管理費      

※ 指定管理期間中の支出を記載してください。 

※ 支出の項目については、提示した分類で記載してください。なお、不要な項目は削除し

てください。また、委託料は、外部委託するものすべてを記載してください。 

※ 消費税及び地方消費税を含めた額で記載してください。 

※ 自主事業に関する収支は除いて記載してください。 

※ 人件費の賃金等は、パート、アルバイト、臨時等（非常勤社員）に支払う金額を記載し

てください。 

※ 支出については、別紙に項目ごとの積算根拠も含めて積算内訳に記載してください。 
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収支予算書別紙 

 

（申請様式３別紙） 

 

斎場の管理に関する業務の収支予算書 別紙（支出項目積算内訳） 

 

（□□□□□） 

（令和  年度） 

支出項目 積算内訳 

人
件
費 

  

  

  

事
務
費 

  

  

  

  

  

  

  

  

一般管理費  

※（□□□）は、大星斎場、依田窪斎場、斎場共通経費を記載してください。 

※一般管理費は、斎場共通経費のみ記載してください。 

 ※行数は適宜調整してください。 
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申請様式４ 自主事業予算書 

 

（申請様式４） 

 

自主事業予算書（   年度） 

 

（単位：千円） 

事業名 

①事業対象

②対象人数

③１人当たり 

参加費 

自主事業予算額 

収 支 収  入 （Ａ） 支  出 （Ｂ） 

（Ａ－Ｂ) 参加費 その他 合計 謝金等 材料費 合計 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

合計                

※ 事業ごとに記載してください。 

※ 消費税及び地方消費税を含めた額で記入してください。 
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申請様式５ 雇用計画書 

 

（申請様式５－１） 

大星斎場雇用計画書 

 

（令和  年度～  年度） 

 

１ 雇用の概要 

雇用形態 

（資格等） 
主たる業務内容 

年間給与額（千円） 手当ての有無 

給料 

(月額) 

給料 

(年額) 
賞与 計 

通勤 

手当 

住居 

手当 

扶養 

手当 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

計     

※年間給与額が変わる年度ごとに作成してください。 

 

２ 雇用者数 

区分 職種 人数（人） 
うち地元 

雇用（人） 
男性（人） 女性（人） 

常勤 

正規社員     

パート社員     

     

非常勤 嘱託社員     

      

計      

※職種は適宜加除・修正してください。 

※地元とは、組織市町村（上田市、東御市、長和町及び青木村）に住所を有する者をいい

ます。 

 

３ 勤務シフト表 

  勤務シフト表を作成し、添付してください。（様式は任意） 
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（申請様式５－２） 

依田窪斎場雇用計画書 

 

（令和  年度～  年度） 

 

１ 雇用の概要 

雇用形態 

（資格等） 
主たる業務内容 

年間給与額（千円） 手当ての有無 

給料 

(月額) 

給料 

(年額) 
賞与 計 

通勤 

手当 

住居 

手当 

扶養 

手当 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

計     

※年間給与額が変わる年度ごとに作成してください。 

 

２ 雇用者数 

区分 職種 人数（人） 
うち地元 

雇用（人） 
男性（人） 女性（人） 

常勤 

正規社員     

パート社員     

     

非常勤 嘱託社員     

      

計      

※職種は適宜加除・修正してください。 

※地元とは、組織市町村（上田市、東御市、長和町及び青木村）に住所を有する者をいい

ます。 

 

３ 勤務シフト表 

  勤務シフト表を作成し、添付してください。（様式は任意） 
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申請様式６ 誓約書 

 

（申請様式６） 

 

誓 約 書 

 

令和   年   月   日  

 

上田地域広域連合長 様 

 

申請者 

  所在地 

名 称 

                   代表者氏名                          ㊞ 

 

上田地域広域連合斎場の指定管理者の指定申請に際し、下記を誓約いたします。 

  

記 

 

１ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定管理者の指定の取消しを受け

たことがないこと。 

２ 会社更生法、民事再生法に基づき更正又は再生手続きをしていないこと。 

３ 暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団でないこと。 

４ 法人等の役員（共同事業の組織体の場合は、構成する法人等の役員）に次のいずれか

に該当する者が含まれていないこと。 

（１）破産者で復権を得ない者 

（２）禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがな

くなるまでの者 

（３）暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員又は組織市町村が定める暴力団排

除条例第６条第１項に規定する暴力団関係者 

 

なお、当該宣誓に虚偽のあることが判明した場合には、それまで申請者が費やした費用を

賠償することなしに、選定手続き中において、申請者の資格を広域連合が一方的に取り消し

（指定管理者に指定後の場合は、当該指定の解除）することに異議を申し立てることなく応

じることに同意します。 
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申請様式７ 共同事業体届出書 

 

（申請様式７－１） 

共同事業組織体結成届出書 

 

令和   年   月   日  

 

上田地域広域連合長 様 

 

共同事業組織体の名称 

構成員（代表者） 

主たる事務所の 

所在地 

名  称 

 代表者氏名              印 

構成員 

主たる事務所の 

所在地 

 名  称 

 代表者氏名              印 

 

 

上田地域広域連合斎場の指定管理者の指定申請をするため、共同事業の組織体を結成し

ましたので届け出ます。 

 

 

 

 

（注）次の書類を添付してください。 

   １ 構成員間で締結した共同事業組織体協定書の写し 

   ２ 共同事業組織体構成団体連絡先一覧 

   ３ 構成員から代表者への委任状 
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代表者印 

代表者印 

代表者印 

代表者印 

（申請様式７－２） 

令和   年   月   日  

 

共同事業組織体協定書 

 

上田地域広域連合長 様 

共同事業組織体の名称 

代表者 所在地 

商号又は名称 

代表者氏名                

 

上田地域広域連合斎場の指定管理者の指定申請に関し、共同事業の組織体を結成しまし

たので、上田地域広域連合との間における下記事項に関する権限を代表者に委任して申請

します。 

なお、指定管理者に指定された場合は、各構成団体は上田地域広域連合斎場の指定管理者

としての業務の遂行及び業務の遂行に伴う当共同事業組織体が負担する債務の履行に関し、

連帯して責任を負います。 

共同事業組織体名  

共同事業組織体 

の代表者 

（受任者） 

<代表団体> 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名 

共同事業組織体 

事務所所在地 
 

共同事業組織体 

の構成団体 

（委任者） 

<構成員> 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名 

<構成員> 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名 

共同事業組織体の成

立、解散の時期及び 

委任期間 

令和   年   月   日から当該指定管理者の指定終了後３か月

を経過する日まで。ただし、当共同事業組織体が上記件名の指定管理者

とならなかった場合は、直ちに解散します。また、当共同事業組織体の

構成団体の脱退又は除名については、事前に上田地域広域連合の承認が

なければこれを行うことができないものとします。 

委任事項 

１ 指定管理者の指定の申請に関する件 

２ 協定締結に関する件 

３ 経費の請求受領に関する件 

４ 契約に関する件 

その他 

１ 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡いたしません。 

２ この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議

することとします。 

注 共同事業の組織体を結成して指定申請する場合は、この様式を提出してください。 

また、共同事業組織体の構成団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を

作成してください。 
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（申請様式７－３） 

委 任 状 

 

令和   年   月   日 

 

上田地域広域連合長 様 

 

共同事業組織体の名称 

構成員（代表者） 

所在地 

名 称 

 代表者氏名              印 

構成員 

 所在地 

 名 称 

 代表者氏名              印 

 

 

 私は、次の共同事業組織体代表者を代理人として定め、当共同事業組織体が存続する間、

次の権限を委任します。 

 

 受任者 

  共同事業組織体の代表者 所在地 

            名 称 

            代表者氏名 

 

委任事項 

１ 上田地域広域連合公の施設の指定管理者申請関係書類の作成及び提出 

２ 上田地域広域連合公の施設の管理運営業務についての協定書の締結 

３ 上田地域広域連合公の施設の管理運営業務についての指定管理料の請求及び受領 

 

 

受任者印 
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（申請様式７－４） 

令和  年  月  日 

 

共同事業組織体構成団体連絡先一覧 

 

 

〔共同事業組織体名〕 

 

 

〔代表団体 担当者連絡先〕 

商号又は名称  

団体の役割  

担当者 部署・氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅメール  

 

 

〔構成団体 担当者連絡先〕 

商号又は名称  

団体の役割  

担当者 部署・氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅメール  

 

注 共同事業の組織体を結成して指定申請する場合は、この様式を提出してください。 

また、共同事業組織体の構成団体の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を

作成してください。 
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申請様式８ 質問票 

 

（申請様式８） 

 

令和  年  月  日 

 

 上田地域広域連合長 様 

 

 

質 問 票 

 

団体の名称  

担当者氏名 

及び連絡先 

部 署 名： 

担当者名： 

電  話： 

電子メール： 

質 問 内 容  

 

（注）質問内容は、要点を簡潔に記載してください。また、募集要項、仕様書などの資料

名（頁番号）などを掲げ、質問内容を明確にしてください。 

 


